












　The inheritance tax has three functions. Its first function is avoiding the concentration of the 
wealth, redistributing the wealth to the inheritor. The second is clearing off the accumulated 
fortune by the privilege on the tax system which the inheritors gained in life. The third is to 
socialize the succession of the property. Excluding the concentration of the wealth is the most 
important function of the inheritance tax. 
　By the way, in the society of the declining birthrate and the growing proportion of elderly 
people, the fortune tends to concentrate in the household of elderly people. Additionally, even in 
the household of elderly people, the disparity between the household of the higher income and 
fortune and the one to the contrary is enlarging. In such a present situation , as the inheritance 
tax per person in the coming generation is expected to increase, it is necessary that we think 
of the inheritance tax corresponding to the times.
　In this article, we examine the taxation form, the relation between the civil law and the 
inheritance tax law and the appreciation of the inherited fortune from the point of view of the 
inheritance tax reform in the future.
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相続人数 課税価格 納付税額 被相続人数
人数 伸び率 人数 伸び率 人数 伸び率 人数 伸び率
2004年分 131,279 △2.0 98,618 △4.8 10,651 △5.4 43,488 △2.1
2005　　 135,803   3.4 101,953   3.4 11,567   8.6 45,152   3.8
2006　　 134,722 △0.8 104,056   2.1 12,234   5.8 45,177   0.1
2007　　 137,957   2.4 106,557   2.4 12,666   3.5 46,820   3.6
2008　　 139,695   1.3 107,482   0.9 12,517 △1.2 48,016   2.6
2009　　 134,493 △3.7 101,230 △5.8 11,632 △7.1 46,439 △3.3
出所：2009年度『国税庁統計年報書』より筆者作成
表４　相続税の課税価格階級別課税状況等（2009年分）
課税価格階級 被相続人数（人） 課税価格（百万円） 納付税額（百万円） 法定相続人数（人）
１億円以下 10,750 901,125 13,135 24,658
１億円超　 21,783 3,033,572 126,282 70,586
２億円超　 6,601 1,592,635 134,623 23,277
３億円超　 4,280 1,622,784 217,524 15,627
５億円超　 1,369 800,446 137,521 5,135
7億円超　 842 697,495 145,394 3,144
10億円超　 639 858,821 207,920 2,435
20億円超　 174 600,128 179,389 685
合　計 46,438 10,107,248 1,161,788 145,547
出所：2009年度『国税庁統計年報書』より筆者作成




































































































































































































12 岩下忠吾『総説 相続税・贈与税』 財経詳報社、2010年32頁。


















































































































































































































































































24 岩下忠吾『総説 相続税・贈与税』 財経詳報社、2010年。
25 都市近郊農地について、将来宅地として売却した場合において得られるであろう潜在的な宅地期待益
を除いた価格であり、農業経営を継続する場合における獲得できる収益に基づく価格である。
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（４）小規模宅地等の特例
　被相続人からの相続又は遺贈により取得した財産（宅地等）の中には、当該財産を承継
した相続人等の生活基盤となるべきものでその処分に相当の制約や困難を伴うものがある
と想定される。一方、宅地等の評価額がいわゆるバブル期の地価高騰にともなって相当高
額で評価されることとなり、このような宅地等については、当該評価水準による評価によ
り相続税額を算出することは納税資金の欠如等の問題を生じさせる原因にもなる。
　そこで、被相続人の相続財産である一定の宅地等については、その処分の制約性を勘酌
配慮して一定の評価減をして相続税の課税価格に算入するという規定（措置法69条の４）
が設けられている。相続税には、被相続人が相続開始の直前に事業用や居住用に使用して
いた宅地等のうち、一定の条件の下で、税額の軽減を図ることができる制度であり、小規
模宅地の特例という。また、本特例の適用対象者は、個人で相続または遺贈により取得し
た財産のうちに一定の要件を満たす特例の宅地等を取得した者に限られる（措置法69条４
①）。（なお、本特例の適用有無の判定について、その者が相続人であるか否かは問われな
い）。
　この特例適用の前提として、相続開始の直前において、被相続人等の事業の用、又は居
住の用に居されていた宅地は、相続人等の生活基盤維持のために不可欠であること、特に
事業用宅地については、雇人・取引先等事業者以外の多くの者の社会的基盤にもなり、事
業を継続させる必要性が高いなどから、その処分について相当の制約を受けるであろうこ
とを配慮し、相続税の課税価格の計算上減額を認めるものである26。
４．おわりに
　以上、今回の研究は「相続税改革の重要性」のパート１として、わが国の相続税の現状
と主な問題点を見てきたが、税制改正の流れの中で、時間をかけて制定した民法、欧米の
制度を参考にしつつ日本の土壌で生まれた相続税法は、デメリットはあるものの、時代の
要請を背景に、家を基盤とした社会構成、社会秩序、ひいては社会のバイタリティーに作
用するものであった。そこで、21世紀初頭の相続税改革は、「資産をできるだけ多くの家
族に残してやりたい」という被相続人の基本的な欲求をベースに検討した。
　まず、検討されるべきは、わが国独自の課税方式である法定相続分課税方式である。こ
れを改善するために、現行の「法定相続分課税方式」から「遺産税方式と遺産取得税方式」
の２段構造に変更し、相続税と贈与税の統合を中・長期間（10～20年）行い、基礎控除額
26 三木義一『相続・贈与と税』 一粒社、2000年180～181頁。
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（上限設定・金額選択制）を一定額に定める。
　次に、相続税の財産評価についても、現行制度には多くの問題点が含まれているため、
再検討すべきである。相続財産の評価は、当該財産の取得時の時価によって評価するのが
原則であるが、資産価値の下落と評価との関係が問題となる。また、財産評価を統一する
のは、租税の性格に応じた調整が必要であるから、公的評価機関を一元化し、統一された
手法で財産評価を行う。いわゆる評価の一元化である。
　以上のように、相続税の課税方式や財産評価等の改革は、相続税法が時代の要請を背景
に改革されていることから、今後も時代の要請により、引き続きそれぞれの制度を検証し
ながら見直すことは、相続税法の本旨を充足することになるのではないだろうか。
　次回は、今回の研究により、パート２として『相続税改革の重要性と今後のあり方』に
ついて、具体的な改善策を提言する予定である。
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